
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 静岡県

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもと
　　にチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　グループとは、道府県を財政力指数の行程によって４つに分類したものである。
　　　Ⅰグループ　財政力指数0.500以上、Ⅱグループ　財政力指数0.400～0.500、
　　　Ⅲグループ　財政力指数0.300～0.400、Ⅳグループ　財政力指数0.300未満
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・　本県は、いち早く財政健全化への取組をスタートさせ、「経常収支比率を90%以下へ」、「起債制限比率を15%
台に抑制」、「県債残高２兆円程度を上限」とする３つの数値目標を設定して健全財政の確保に努めています。

・　経常収支比率は、補助費等が、社会保障関係費等の増加により年々増えておりますが、平成12年度以降、
財政健全化の取組の中で、投資的経費の圧縮を通じて新規の県債発行を抑制するなど、公債費の縮減に努
めたことや、集中改革プランに基づく職員定員管理の徹底による総人件費の抑制に努めたことから、グループ
内では、最も低い値となっており、全国でも4番目に低い値になっています。

・　人口一人当たり人件費は、グループ内の平均値とほぼ同じ値となっています。本県では、平成10年度から平
成19年度までに、一般行政職で1,038人の定数を削減するなど職員定員管理の徹底による総人件費の抑制な
ど努めてきましたが、今後も引き続き集中改革プランの目標達成に向け努力していきます。

・　人口一人当たり公債費については、平成12年度以降、財政健全化の取組の中で、投資的経費の圧縮を通
じて、県債発行の抑制に努めるとともに、将来の元利償還において地方交付税措置のある有利な県債を活用し
たことなどから、グループの平均を下回る水準となっています。

・　　人口一人当たりの普通建設事業費は、グループ内の平均を上回る水準となっています。
　本県では、平成12年度以降、財政健全化の取組の中で必要な社会資本の整備を進めつつ投資的経費を圧
縮してきており、平成14年度から平成18年度までの縮減率はグループ平均の2倍以上となっています。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 394,219,196 104,419 105,637 ▲ 1.2
賃金（物件費） 202,684 54 215 ▲ 74.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 6,397,717 1,695 736 130.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 68 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 5,229,492 1,385 1,066 29.9
▲退職金 ▲ 29,267,831 ▲ 7,752 ▲ 9,130 ▲ 15.1
合計 376,781,258 99,800 98,593 1.2

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 1,012.06 1,015.56 ▲ 3.50
ラスパイレス指数 102.7 100.6 2.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 100,700,952 26,673 25,520 4.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 65,966,029 17,473 14,042 24.4

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 6,898,987 1,827 1,475 23.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 - - 74 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 1,756,496 465 487 ▲ 4.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 56 0 8 ▲ 100.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 107,761,181 ▲ 28,543 ▲ 20,920 36.4

合計 67,561,339 17,895 20,686 ▲ 13.5

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

303,061,447 80,392 ▲ 14.7 46,989 ▲ 11.0 ▲ 3.7

うち単独分 128,564,035 34,104 ▲ 22.7 18,697 ▲ 14.6 ▲ 8.1

265,416,520 70,344 ▲ 12.5 40,430 ▲ 14.0 1.5

うち単独分 116,245,498 30,809 ▲ 9.7 16,133 ▲ 13.7 4.0

244,771,679 64,860 ▲ 7.8 39,172 ▲ 3.1 ▲ 4.7

うち単独分 105,865,691 28,053 ▲ 8.9 16,796 4.1 ▲ 13.0

217,311,365 57,552 ▲ 11.3 36,945 ▲ 5.7 ▲ 5.6

うち単独分 94,606,435 25,055 ▲ 10.7 15,956 ▲ 5.0 ▲ 5.7

209,054,090 55,373 ▲ 3.8 41,430 12.1 ▲ 15.9

うち単独分 97,238,062 25,756 2.8 18,446 15.6 ▲ 12.8

過去５年間平均 247,923,020 65,704 ▲ 10.0 40,993 ▲ 4.3 ▲ 5.7

うち単独分 108,503,944 28,755 ▲ 9.8 17,206 ▲ 2.7 ▲ 7.1
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